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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体中の微生物または生物膜の増殖を制御する方法であって、カルバミン酸アンモニウ
ムおよびスルファミン酸アンモニウムからなる群より選択された塩またはそのような塩の
複数種の混合物と、次亜塩素酸塩酸化剤の水溶液とを混合して殺生物剤を形成し（ただし
、次亜塩素酸塩に対するアンモニウムのモル比は1以上である）、その殺生物剤を上記媒
体に適用する操作を含む方法。
【請求項２】
　上記塩または塩の混合物と混合する直前の上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の上記次亜
塩素酸塩酸化剤の濃度が、全塩素に換算して24,000ppmを超えない、請求項1に記載の方法
。
【請求項３】
　上記塩または塩の混合物と混合する直前の上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の上記次亜
塩素酸塩酸化剤の濃度が、全塩素に換算して12,000ppmを超えない、請求項2に記載の方法
。
【請求項４】
　上記塩または塩の混合物が、上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と混合する直前に、0.5～6
0％w/vの濃度の水溶液である、請求項1～3のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５】
　上記混合が混合チャンバーの中で起こり、混合中にその混合チャンバーに出入りする水
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の連続流が存在している、請求項1～4のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６】
　上記殺生物剤を、実質的にその殺生物剤が形成されたときに上記媒体に適用する、請求
項5に記載の方法。
【請求項７】
　上記殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから30秒以内に上記媒体に適用する、請求
項5に記載の方法。
【請求項８】
　上記殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから60秒以内に上記媒体に適用する、請求
項5に記載の方法。
【請求項９】
　上記殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから90秒以内に上記媒体に適用する、請求
項5に記載の方法。
【請求項１０】
　上記殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから120秒以内に上記媒体に適用する、請
求項5に記載の方法。
【請求項１１】
　上記殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから150秒以内に上記媒体に適用する、請
求項5に記載の方法。
【請求項１２】
　上記殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから180秒以内に上記媒体に適用する、請
求項5に記載の方法。
【請求項１３】
　上記混合チャンバーが導管である、請求項5～11のいずれか1項に記載の方法。
【請求項１４】
　上記混合が混合チャンバーの中で起こり、その外ではその混合中に水の連続流が存在し
ていない、請求項1～4のいずれか1項に記載の方法。
【請求項１５】
　上記殺生物剤を、実質的に上記混合が完了した直後に上記媒体に適用する、請求項14に
記載の方法。
【請求項１６】
　上記殺生物剤を、上記混合が完了してから30秒以内に上記媒体に適用する、請求項14に
記載の方法。
【請求項１７】
　上記殺生物剤を、上記混合が完了してから60秒以内に上記媒体に適用する、請求項14に
記載の方法。
【請求項１８】
　上記殺生物剤を、上記混合が完了してから90秒以内に上記媒体に適用する、請求項14に
記載の方法。
【請求項１９】
　上記殺生物剤を、上記混合が完了してから120秒以内に上記媒体に適用する、請求項14
に記載の方法。
【請求項２０】
　上記殺生物剤を、上記混合が完了してから150秒以内に上記媒体に適用する、請求項14
に記載の方法。
【請求項２１】
　上記殺生物剤を、上記混合が完了してから180秒以内に上記媒体に適用する、請求項14
に記載の方法。
【請求項２２】
　上記次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、アルカリ金属の次亜塩素酸塩、アルカリ土類金属の
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次亜塩素酸塩、安定な塩素担体から水中に放出される次亜塩素酸塩、塩素ガスからその場
で形成される次亜塩素酸塩、ならびにこれらの混合物からなるグループの中から行なう、
請求項1～21のいずれか1項に記載の方法。
【請求項２３】
　安定な上記塩素担体の選択を、トリクロロシアヌル酸、ジクロロジメチルヒダントイン
、クロロジメチルヒダントインからなるグループの中から行なう、請求項22に記載の方法
。
【請求項２４】
　上記次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、次亜塩素酸リチウム、次亜塩素酸ナトリウム、次亜
塩素酸カルシウム、次亜塩素酸マグネシウム、次亜塩素酸カリウムからなるグループの中
から行なう、請求項1～22のいずれか1項に記載の方法。
【請求項２５】
　上記次亜塩素酸塩酸化剤が次亜塩素酸ナトリウムである、請求項1～24のいずれか1項に
記載の方法。
【請求項２６】
　次亜塩素酸塩酸化剤に対するアンモニウムのモル比が1である、請求項1～25のいずれか
1項に記載の方法。
【請求項２７】
　次亜塩素酸塩酸化剤に対するアンモニウムのモル比が1よりも大きい、請求項1～25のい
ずれか1項に記載の方法。
【請求項２８】
　上記塩または塩の混合物と混合する直前の上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の上記次亜
塩素酸塩酸化剤の濃度が、全塩素に換算して24,000ppmを超えないことと、上記混合チャ
ンバーが、上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と上記塩を混合するときに水が内部を流れる導
管を備えることを特徴とする、請求項5に記載の方法。
【請求項２９】
　上記塩または塩の混合物と混合する直前の上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の上記次亜
塩素酸塩酸化剤の濃度が、全塩素に換算して12,000ppmを超えない、請求項28に記載の方
法。
【請求項３０】
　上記次亜塩素酸塩酸化剤水溶液を上記導管の中でin situで調製した後、上記塩または
塩の混合物をその導管に添加する、請求項28または29に記載の方法。
【請求項３１】
　上記塩または塩の混合物を希釈した後、上記次亜塩素酸塩酸化剤と混合する、請求項1
～30のいずれか1項に記載の方法。
【請求項３２】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に8.0～11.5である、請求項1～31のいず
れか1項に記載の方法。
【請求項３３】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に少なくとも8.5である、請求項32に記
載の方法。
【請求項３４】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に少なくとも9.0である、請求項32に記
載の方法。
【請求項３５】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に少なくとも9.5である、請求項32に記
載の方法。
【請求項３６】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に少なくとも10.0である、請求項32に記
載の方法。
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【請求項３７】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に少なくとも10.5である、請求項32に記
載の方法。
【請求項３８】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に少なくとも11.0である、請求項32に記
載の方法。
【請求項３９】
　上記殺生物剤のpHが、上記媒体に適用する直前に11.5を超えない、請求項1～38のいず
れか1項に記載の方法。
【請求項４０】
　上記媒体の選択を、パルプ工場や製紙工場の処理水、冷却塔の水、排水、再生された排
水、粘土スラリー、デンプン・スラリー、スラッジ、土、コロイド状懸濁液、灌漑用水、
還元力の大きな液体からなるグループの中から行なう、請求項1～39のいずれか1項に記載
の方法。
【請求項４１】
　上記媒体がパルプ工場や製紙工場の処理水である、請求項1～39のいずれか1項に記載の
方法。
【請求項４２】
　上記媒体が冷却塔の水である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４３】
　上記媒体が排水である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４４】
　上記媒体が再生された排水である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４５】
　上記媒体が粘土スラリーである、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４６】
　上記媒体がデンプン・スラリーである、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４７】
　上記媒体がスラッジである、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４８】
　上記媒体が土である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項４９】
　上記媒体がコロイド状懸濁液である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５０】
　上記媒体が灌漑用水である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５１】
　上記媒体が還元力の大きな媒体である、請求項1～39のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５２】
　上記媒体のORPが150ミリボルト以下である、請求項1に記載の方法。
【請求項５３】
　添加される臭化物の不在下で上記次亜塩素酸塩酸化剤と上記塩または塩の混合物を混合
し、かつ、上記殺生物剤を適用している間、上記媒体が、添加される臭化物を実質的に含
んでいない、請求項1～51のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５４】
　上記殺生物剤を補足または増強する成分としての臭化物を上記媒体に添加しない、請求
項53に記載の方法。
【請求項５５】
　上記殺生物剤を、1：2未満のデューティ・サイクルで上記媒体に定期的に適用する、請
求項1～54のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５６】
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　上記殺生物剤を、1：5～1：10のデューティ・サイクルで上記媒体に定期的に適用する
、請求項1～54のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５７】
　上記殺生物剤を、1：10未満のデューティ・サイクルで上記媒体に定期的に適用する、
請求項1～54のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５８】
　上記殺生物剤を、1：25未満のデューティ・サイクルで上記媒体に定期的に適用する、
請求項1～54のいずれか1項に記載の方法。
【請求項５９】
　上記殺生物剤を、1：50未満のデューティ・サイクルで上記媒体に定期的に適用する、
請求項1～54のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６０】
　上記殺生物剤を製造するときの少なくとも8.0という安定なpHが維持される速度でその
殺生物剤を上記媒体に適用する、請求項1～59のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６１】
　上記媒体に適用する直前の上記殺生物剤の濃度が全塩素に換算して1000～12000ppmであ
る、請求項1～60のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６２】
　上記殺生物剤のpHが、その殺生物剤を上記媒体に適用する前に5～11.5である、請求項1
～61のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６３】
　上記殺生物剤のpHが、その殺生物剤を上記媒体に適用する前に6～10である、請求項62
に記載の方法。
【請求項６４】
　上記殺生物剤のpHが、その殺生物剤を上記媒体に適用する前に7～9である、請求項63に
記載の方法。
【請求項６５】
　上記媒体中の上記殺生物剤の濃度が、その殺生物剤をその媒体に適用するとき、塩素に
換算して0.5～300ppmである、請求項5～21のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６６】
　上記媒体中の上記殺生物剤の濃度が、その殺生物剤をその媒体に適用するとき、塩素に
換算して1～10ppmである、請求項5～21のいずれか1項に記載の方法。
【請求項６７】
　上記殺生物剤が、上記媒体に適用してから1時間以内は有効である、請求項1～66のいず
れか1項に記載の方法。
【請求項６８】
　上記殺生物剤が、上記媒体に適用してから15分以内は有効である、請求項67に記載の方
法。
【請求項６９】
　殺生物剤を媒体に適用するための装置であって、
　カルバミン酸アンモニウムおよびスルファミン酸アンモニウムからなる群より選択され
た塩またはそのような塩の混合物を含む塩含有リザーバと、
　濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給源と、
　上記希釈液と上記塩または塩の混合物とを、次亜塩素酸塩に対するアンモニウムのモル
比を1以上にして混合することにより殺生物剤を製造する混合チャンバーとを備える装置
。
【請求項７０】
　次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の上記供給源の濃度が全塩素に換算して12,000ppmを超えな
い、請求項69に記載の装置。
【請求項７１】
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　上記塩または塩の混合物が、上記塩含有リザーバの中に水溶液として存在している、請
求項69に記載の装置。
【請求項７２】
　次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の上記供給源が、
　次亜塩素酸塩酸化剤溶液を含む次亜塩素酸塩含有リザーバと、
　上記次亜塩素酸塩酸化剤溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えな
い上記次亜塩素酸塩酸化剤希釈液を作る希釈装置とを備える、請求項69または71に記載の
装置。
【請求項７３】
　上記希釈装置が、上記次亜塩素酸塩酸化剤溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して12
,000ppmを超えない上記次亜塩素酸塩酸化剤希釈液を作る、請求項72に記載の装置。
【請求項７４】
　上記混合チャンバーから上記媒体に上記殺生物剤を適用することを可能にする構成の出
口をさらに備える、請求項69～72のいずれか1項に記載の装置。
【請求項７５】
　上記希釈装置と上記混合チャンバーが単一の導管であり、その導管が、上記塩または塩
の混合物と混合する前に上記次亜塩素酸塩酸化剤を希釈する構成である、請求項72に記載
の装置。
【請求項７６】
　カルバミン酸アンモニウムおよびスルファミン酸アンモニウムからなる群より選択され
た塩またはそのような塩の複数種の混合物と、次亜塩素酸塩酸化剤の水溶液とを、次亜塩
素酸塩に対するアンモニウムのモル比を1以上にして混合することにより得られる殺生物
剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連する出願の相互参照
【０００２】
　本出願は、アメリカ合衆国仮特許出願シリアル番号第60/536,851号、第60/536,811号、
第60/536,853号、第60/536,852号の恩恵を主張する。これらはすべて2004年1月14日に出
願されたものであり、参考としてその内容がこの明細書に組み込まれているものとする。
【０００３】
　本発明は、生物の増殖を抑制する方法と装置に関する。
【背景技術】
【０００４】
　アメリカ合衆国特許第5,795,487号、第5,976,386号、第6,110,387号、第6,132,628号、
第6,429,181号、第6,478,972号、第6,533,958号、イギリス国特許第1600289号、アメリカ
合衆国特許出願公開第2003/0121868号が、関連する従来技術を代表すると考えられる。こ
れらはすべて、参考としてその内容がこの明細書に組み込まれているものとする。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明のいくつかの実施態様では、媒体中での微生物または生物膜の増殖を制御する方
法が提供される。本発明のこれら実施態様に共通することだが、媒体の選択は、パルプ工
場や製紙工場の処理水、冷却塔の水、排水、再生された排水、粘土スラリー、デンプン・
スラリー、スラッジ、土、コロイド状懸濁液、灌漑用水、還元力の強い溶液からなるグル
ープの中から行ない、この方法は、第一級窒素原子、第二級窒素原子、第三級窒素原子の
いずれかを少なくとも1個含む窒素含有化合物またはその塩を次亜塩素酸塩酸化剤溶液と
混合して殺生物剤を形成し（そのとき、その少なくとも1つの化合物に含まれる第一級窒
素原子、第二級窒素原子、第三級窒素原子の次亜塩素酸塩に対するモル比は少なくとも1



(7) JP 4705044 B2 2011.6.22

10

20

30

40

50

：1である）、その殺生物剤を媒体に適用する操作を含んでいる。
【０００６】
　“殺生物剤”という用語をこの明細書と請求項の全体を通じて使用するが、本発明のい
くつかの実施態様では、微生物または生物膜の増殖を制御するのに微生物を殺す必要はな
いことがわかるであろう。
【０００７】
　この明細書と請求項のある部分では、次亜塩素酸塩溶液または次亜塩素酸塩の溶液につ
いて述べているが、この明細書と請求項の別の部分では、次亜塩素酸塩溶液から調製した
次亜塩素酸塩希釈液について述べていることもわかるであろう。次亜塩素酸塩を窒素含有
化合物と混合する本発明の実施態様では、使用する用語とは無関係に、次亜塩素酸塩の濃
度は、窒素含有化合物と混合する直前に全塩素に換算して24,000ppmを超えてはならない
。
【０００８】
　第一級窒素原子、第二級窒素原子、第三級窒素原子のいずれかを少なくとも1個含む窒
素含有化合物またはその塩と次亜塩素酸塩の混合は溶液中で起こること、そして溶液中で
は、第一級窒素原子、第二級窒素原子、第三級窒素原子のいずれかを少なくとも1個含む
窒素含有化合物またはその塩は、イオン化形態、または互変形態、またはその化合物が溶
液中にないときに持っている形態とは異なる他の形態と平衡状態になれることがわかるで
あろう。このような化合物の塩を溶液で用いる場合、その塩そのものの構成成分相互間お
よび／またはその塩の1つ以上の構成成分と溶媒の間での陽子の交換を含む平衡が存在し
うることもわかるであろう。したがってこの明細書と請求項の全体を通じ、第一級窒素原
子、第二級窒素原子、第三級窒素原子のいずれかを少なくとも1個含む窒素含有化合物ま
たはその塩、またはこのような化合物の部分集合またはその塩（例えば一般式R1R2N-A-B
の化合物またはその塩）について述べるとき、この表現が、その化合物またはその塩のプ
ロトン化された形態、脱プロトン化された形態、互変形態であって、次亜塩素酸塩と混合
するときに溶液中に存在する可能性のあるものをすべて含むことを意味することがわかる
であろう。
【０００９】
　本発明のいくつかの実施態様では、COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少な
くとも1つの部分と、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分からなる
グループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む両性分子である窒素含有化合物
を使用する。本発明の別の実施態様では、このような両性分子のアニオン形態を使用し、
そのような実施態様の一部では、対イオンは、[NH2R

3R4]+の形態である（ただしR3とR4は
以下に定義する）。
【００１０】
　Yx-[NH2R

3R4]+またはYx-[NHR3R4Cl]+の形態の塩について述べるとき、Yは酸であり、こ
の酸の酸性は、化合物NHR3R4と関係していることがわかるであろう。
【００１１】
　本発明の一実施態様によれば、媒体中の微生物または生物膜の増殖を制御する方法であ
って、一般式Yx-[NH2R

3R4]+xの塩と、次亜塩素酸塩酸化剤の水溶液とを混合して殺生物剤
を形成し（ただし
　Yx-は、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分、アミド部分、イミ
ド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中
から選択した少なくとも1つの部分を含む酸Yの塩基形態であり；
　[NH2R

3R4]+は、塩基NHR3R4の酸性形態であって、
　R3とR4は、それぞれ独立に、HとC1～8アルキルからなるグループの中から選択するか、
　R3とR4は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、場合によっては1つ以上の基
で置換された5～10員の複素環を形成しており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3
～8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキル
からなるグループの中から行ない；
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　xは1～3であり；
　次亜塩素酸塩に対する[NH2R

3R4]+のモル比は少なくとも1：1である）、
その殺生物剤を上記媒体に適用する操作を含む方法が提供される。
【００１２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、Yx-において、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スル
ファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化
されて対応するアニオン形態になっている。
【００１３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、COOHとSO3Hからなる
グループの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン部分、第二級アミン部
分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
うちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【００１４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yx-は一般式[R1R2N-A-COO]x-また
は一般式[R1R2N-A-SO3]

x-で表わされ、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
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、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【００１５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、塩または塩の混合物と混合する直
前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して24,0
00ppmを超えない。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、塩または塩の混
合物と混合する直前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩
素に換算して12,000ppmを超えない。
【００１６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、塩または塩の混合物は、次亜塩素
酸塩酸化剤水溶液と混合する直前に、0.5～60％w/vの濃度の水溶液である。
【００１７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合は混合チャンバーの中で起こ
り、混合中にその混合チャンバーに出入りする水の連続流が存在している。
【００１８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、実質的にその殺生物
剤が形成されたときに媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺
生物剤を、その殺生物剤が形成されてから30秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施
態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから60秒以内に媒体
に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が
形成されてから90秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば
、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから120秒以内に媒体に適用する。本発明のこ
の実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから150秒以
内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺
生物剤が形成されてから180秒以内に媒体に適用する。
【００１９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合チャンバーは導管である。
【００２０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合は混合チャンバーの中で起こ
り、その外ではその混合中に水の連続流が存在していない。本発明のこの実施態様の他の
変形例によれば、殺生物剤を、実質的に混合が完了した直後に媒体に適用する。本発明の
この実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから30秒以内に媒体に
適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してか
ら60秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を
、混合が完了してから90秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例に
よれば、殺生物剤を、混合が完了してから120秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実
施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから150秒以内に媒体に適用
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する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから18
0秒以内に媒体に適用する。
【００２１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、ア
ルカリ金属の次亜塩素酸塩、アルカリ土類金属の次亜塩素酸塩、安定な塩素担体から水中
に放出される次亜塩素酸塩、塩素ガスからその場で形成される次亜塩素酸塩、ならびにこ
れらの混合物からなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形
例によれば、安定な塩素担体の選択を、トリクロロシアヌル酸、ジクロロジメチルヒダン
トイン、クロロジメチルヒダントインからなるグループの中から行なう。本発明のこの実
施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、次亜塩素酸リチウム
、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸カルシウム、次亜塩素酸マグネシウム、次亜塩素酸
カリウムからなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、次亜塩素酸塩酸化剤は次亜塩素酸ナトリウムである。
【００２２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、R3とR4は両方ともHである。本発
明のこの実施態様の他の変形例によれば、R3とR4の一方がHであり、他方がHでない。本発
明のこの実施態様の他の変形例によれば、R3とR4のどちらもHでない。
【００２３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、カルバミン酸、スル
ファミン酸、グリシン、グルタミン、アルギニン、ヒスチジン、リシン、ならびにこれら
の混合物からなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、Yの選択を、メラミン、シアヌル酸、ヒダントイン、ジアルキルヒダントイン（
例えばジメチルヒダントイン）、ビウレット、スクシンアミド、スクシンイミド、クレア
チン、クレアチニン、ならびにこれらの混合物からなるグループの中から行なう。
【００２４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤に対する[NH2
R3R4]+のモル比は1：1である。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、次亜塩素酸
塩酸化剤に対する[NH2R

3R4]+のモル比は1：1よりも大きい。
【００２５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、塩または塩の混合物と混合する直
前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して24,0
00ppmを超えず、混合チャンバーは、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と塩または塩の混合物と
を混合するときに水が内部を流れる導管を備えている。本発明のこの実施態様のいくつか
の変形例によれば、塩または塩の混合物と混合する直前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の
次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して12,000ppmを超えない。本発明のこの実
施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液を導管の中でin situで
調製した後、塩または塩の混合物をその導管に添加する。
【００２６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、塩または塩の混合物を希釈した後
、次亜塩素酸塩酸化剤と混合する。
【００２７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する
直前に8.0～11.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤
のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも8.5である。本発明のこの実施態様のいくつか
の変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも9.0である。本発
明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に
少なくとも9.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のp
Hは、媒体に適用する直前に少なくとも10.0である。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも10.5である。本発明
のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少
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なくとも11.0である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpH
は、媒体に適用する直前に11.5を超えない。
【００２８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体の選択を、パルプ工場や製紙
工場の水、冷却塔の水、排水、再生された排水、粘土スラリー、デンプン・スラリー、ス
ラッジ、土、コロイド状懸濁液、灌漑用水からなるグループの中から行なう。本発明のこ
の実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はパルプ工場や製紙工場の処理水である。
本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は冷却塔の水である。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は排水である。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、媒体は再生された排水である。本発明のこの実施態様のいく
つかの変形例によれば、媒体は粘土スラリーである。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、媒体はデンプン・スラリーである。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、媒体はスラッジである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、媒体はコロイド状懸濁液である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれ
ば、媒体は灌漑用水である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は
、強力な還元剤を含む媒体、または還元能力の大きな（すなわちORPが150ミリボルト以下
の）媒体である。
【００２９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、添加される臭化物の不在下で次亜
塩素酸塩酸化剤と塩または塩の混合物を混合し、かつ、殺生物剤を適用している間、媒体
が、添加される臭化物を実質的に含んでいない。本発明のこの実施態様のいくつかの変形
例によれば、殺生物剤を補足または増強する成分としての臭化物を媒体に添加しない。
【００３０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：2未満のデューテ
ィ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤を、約1：5～1：10のデューティ・サイクルで媒体に定期的に適用する。
本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：10未満のデューテ
ィ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤を、1：25未満のデューティ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発
明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：50未満のデューティ・
サイクルで媒体に定期的に適用する。
【００３１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を製造するときの少なく
とも8.0という安定なpHが維持される速度でその殺生物剤を媒体に適用する。
【００３２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体に適用する直前の殺生物剤の
濃度は、全塩素に換算して1000～12000ppmである。
【００３３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を
媒体に適用する前に約5～約11.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を媒体に適用する前に約6～約10である。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を媒体に適用
する前に約7～約9である。
【００３４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体中の殺生物剤の濃度は、その
殺生物剤をその媒体に適用するとき、全塩素に換算して0.5～300ppmである。本発明のこ
の実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体中の殺生物剤の濃度は、その殺生物剤をそ
の媒体に適用するとき、塩素に換算して1～10ppmである。
【００３５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、媒体に適用してから
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1時間以内は有効である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤
は、媒体に適用してから15分以内は有効である。
【００３６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも50％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも50％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも50％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【００３７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも75％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも75％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも75％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【００３８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも90％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも90％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも90％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
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【００３９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも50％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも50％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも50％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【００４０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも75％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも75％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも75％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【００４１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも90％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも90％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも90％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【００４２】
　本発明の一実施態様によれば、殺生物剤を媒体に適用するための装置であって、
　一般式Yx-[NH2R

3R4]+xの塩（ただし
　Yx-は、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分、アミド部分、イミ
ド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中
から選択した少なくとも1つの部分を含む酸Yの塩基形態であり；
　[NH2R

3R4]+は、塩基NHR3R4の酸性形態であって、
　R3とR4は、それぞれ独立に、HとC1～8アルキルからなるグループの中から選択するか、
　R3とR4は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、場合によっては1つ以上の基
で置換された5～10員の複素環を形成しており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3
～8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキル
からなるグループの中から行ない；
　xは1～3である）またはそのような塩の混合物を含む塩含有リザーバと、
　濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給源と、
　上記希釈液と上記塩または塩の混合物とを、次亜塩素酸塩に対する[NH2R

3R4]+のモル比
を少なくとも1：1にして混合することにより殺生物剤を製造する混合チャンバーとを備え
る装置も提供される。
【００４３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給
源の濃度は、全塩素に換算して12,000ppmを超えない。
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【００４４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スルファミド部分
、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化されて対応す
るアニオン形態になっている。
【００４５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、第一級アミン部分、
第二級アミン部分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つ
の部分と、COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
うちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【００４６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、塩または塩の混合物は、塩含有リ
ザーバの中に水溶液として存在している。
【００４７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給
源は、次亜塩素酸塩酸化剤溶液を含む次亜塩素酸塩含有リザーバと、次亜塩素酸塩酸化剤
溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈
液を作る希釈装置とを備えている。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、
希釈装置は、次亜塩素酸塩酸化剤溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して12,000ppmを
超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈液を作る。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、希釈装置と混合チャンバーは単一の導管であり、その導管は、塩または塩の混合
物と混合する前に次亜塩素酸塩酸化剤を希釈する構成にされている。
【００４８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、装置は、混合チャンバーから媒体
に殺生物剤を適用することを可能にする構成の出口をさらに備えている。
【００４９】
　本発明の一実施態様によれば、一般式Yx-[NHR3R4Cl]+xの塩（ただし
　Yx-は、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分、アミド部分、イミ
ド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中
から選択した少なくとも1つの部分を含む酸Yの塩基形態であり；
　[NHR3R4Cl]+は、塩基NHR3R4の酸性形態であって、
　R3とR4は、それぞれ独立に、HとC1～8アルキルからなるグループの中から選択するか、
　R3とR4は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、場合によっては1つ以上の基
で置換された5～10員の複素環を形成しており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3
～8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキル
からなるグループの中から行ない；
xは1～3である）も提供される。
【００５０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スルファミド部分
、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化されて対応す
るアニオン形態になっている。
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【００５１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、第一級アミン部分、
第二級アミン部分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つ
の部分と、COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
のうちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【００５２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yx-は一般式[R1R2N-A-COO]x-また
は一般式[R1R2N-A-SO3]

x-で表わされ、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
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対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【００５３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、カルバミン酸、スル
ファミン酸、グリシン、グルタミン、アルギニン、ヒスチジン、リシンからなるグループ
の中から行なう。
【００５４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、メラミン、シアヌル
酸、ヒダントイン、ジアルキルヒダントイン、ビウレット、スクシンアミド、スクシンイ
ミド、クレアチン、クレアチニンからなるグループの中から行なう。
【００５５】
　本発明の一実施態様によれば、一般式[R1R2NCl-A-COO]の化合物、一般式[R1R2NCl-A-SO

3] の化合物、一般式[R1NCl-A-COO]-のイオン、一般式[R1NCl-A-SO3]
-のイオン、ならび

にこれらの互変異性体からなるグループの中から選択した化学分子も提供される（ただし
A、R1、R2は、上に定義した通りである）。
【００５６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記化学分子は、N-クロロカルバ
ミン酸塩またはN-クロロスルファミン酸塩である。
【００５７】
　本発明の別の一実施態様によれば、媒体中の微生物または生物膜の増殖を制御する方法
であって、
　一般式Yx-Zn+x/nの塩（ただしxとYx-は上に定義した通りであり、Z+は、上に定義した[
NH2R

3R4]+の形態のカチオン以外のカチオンであり、nは1以上の整数である）と、
　COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン
部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくと
も1つの部分とを含む両性分子Qと
　からなるグループの中から選択した窒素含有化合物またはそのような化合物の混合物と
、
　次亜塩素酸塩酸化剤の水溶液とを混合して殺生物剤を形成し、
　（ただし窒素含有化合物に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩に対するモル比は少なくと
も1：1である）、
　その殺生物剤を媒体に適用する操作を含む方法も提供される。
【００５８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、Yx-において、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スル
ファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化
されて対応するアニオン形態になっている。
【００５９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、COOHとSO3Hからなる
グループの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン部分、第二級アミン部
分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
うちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【００６０】
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　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yx-は一般式[R1R2N-A-COO]x-また
は一般式[R1R2N-A-SO3]

x-で表わされ、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【００６１】
　　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Qは、一般式R1R2N-A-COOH、ま
たは一般式R1R2N-A-SO3、またはこれらの塩である。ただし、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
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ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【００６２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物は、クレアチニン
、シアヌル酸、メラミン、ジアルキルヒダントインいずれかの塩である。
【００６３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物と混合する直前の
次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して24,000pp
mを超えない。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物と混
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合する直前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算
して12,000ppmを超えない。
【００６４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物またはその混合物
は、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と混合する前には、0.5～60％w/vの濃度の水溶液である。
【００６５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合は、混合チャンバーの中で起
こり、混合中にその混合チャンバーに出入りする水の連続流が存在している。
【００６６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、実質的にその殺生物
剤が形成されたときに媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺
生物剤を、その殺生物剤が形成されてから30秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施
態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから60秒以内に媒体
に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が
形成されてから90秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば
、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから120秒以内に媒体に適用する。本発明のこ
の実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから150秒以
内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺
生物剤が形成されてから180秒以内に媒体に適用する。
【００６７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合チャンバーは導管である。
【００６８】
　本発明のこの実施態様の別の変形例によれば、混合は混合チャンバーの中で起こり、そ
の外ではその混合中に水の連続流が存在していない。本発明のこの実施態様の他の変形例
によれば、殺生物剤を、実質的に混合が完了した直後に媒体に適用する。本発明のこの実
施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから30秒以内に媒体に適用す
る。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから60秒
以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合
が完了してから90秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば
、殺生物剤を、混合が完了してから120秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様
の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから150秒以内に媒体に適用する。
本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから180秒以
内に媒体に適用する。
【００６９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、ア
ルカリ金属の次亜塩素酸塩、アルカリ土類金属の次亜塩素酸塩、安定な塩素担体から水中
に放出される次亜塩素酸塩、塩素ガスからその場で形成される次亜塩素酸塩、ならびにこ
れらの混合物からなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形
例によれば、安定な塩素担体の選択を、トリクロロシアヌル酸、ジクロロジメチルヒダン
トイン、クロロジメチルヒダントインからなるグループの中から行なう。本発明のこの実
施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、次亜塩素酸リチウム
、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸カルシウム、次亜塩素酸マグネシウム、次亜塩素酸
カリウムからなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、次亜塩素酸塩酸化剤は次亜塩素酸ナトリウムである。
【００７０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の選択を、カルバ
ミン酸、スルファミン酸、グリシン、グルタミン、アルギニン、ヒスチジン、リシン、な
らびにこれらの混合物からなるグループの中から行なう。
【００７１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、カルバミン酸、スル
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ファミン酸、グリシン、グルタミン、アルギニン、ヒスチジン、リシンからなるグループ
の中から行なう。
【００７２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物またはその混合物
に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1である。本発明のこの
実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモ
ル比は、1：1である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合
物またはその混合物に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よ
りも大きい。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜
塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よりも大きい。
【００７３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物と混合する前の次
亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して24,000ppm
を超えず、混合チャンバーは、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と窒素含有化合物を混合すると
きに水が内部を流れる導管を備えている。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、窒素含有化合物と混合する直前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化
剤の濃度は、全塩素に換算して12,000ppmを超えない。本発明のこの実施態様のいくつか
の変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液を導管の中でin situで調製した後、窒素
含有化合物をその導管に添加する。
【００７４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物を希釈した後に次
亜塩素酸塩酸化剤と混合する。
【００７５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する
直前に8.0～11.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤
のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも8.5である。本発明のこの実施態様のいくつか
の変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも9.0である。本発
明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に
少なくとも9.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のp
Hは、媒体に適用する直前に少なくとも10.0である。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも10.5である。本発明
のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少
なくとも11.0である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpH
は、媒体に適用する直前に11.5を超えない。
【００７６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体の選択を、パルプ工場や製紙
工場の水、冷却塔の水、排水、再生された排水、粘土スラリー、デンプン・スラリー、ス
ラッジ、土、コロイド状懸濁液、灌漑用水からなるグループの中から行なう。本発明のこ
の実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はパルプ工場や製紙工場の処理水である。
本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は冷却塔の水である。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は排水である。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、媒体は再生された排水である。本発明のこの実施態様のいく
つかの変形例によれば、媒体は粘土スラリーである。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、媒体はデンプン・スラリーである。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、媒体はスラッジである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、媒体は土である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はコロ
イド状懸濁液である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は灌漑用
水である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は、強力な還元剤を
含む媒体、または還元能力の大きな（すなわちORPが150ミリボルト以下の）媒体である。
【００７７】
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　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、添加される臭化物の不在下で次亜
塩素酸塩酸化剤と塩または塩の混合物を混合し、かつ、殺生物剤を適用している間、媒体
が、添加される臭化物を実質的に含んでいない。本発明のこの実施態様のいくつかの変形
例によれば、殺生物剤を補足または増強する成分としての臭化物を媒体に添加しない。
【００７８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：2未満のデューテ
ィ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤を、約1：5～1：10のデューティ・サイクルで媒体に定期的に適用する。
本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：10未満のデューテ
ィ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤を、1：25未満のデューティ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発
明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：50未満のデューティ・
サイクルで媒体に定期的に適用する。
【００７９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を製造するときの少なく
とも8.0という安定なpHが維持される速度でその殺生物剤を媒体に適用する。
【００８０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体に適用する直前の殺生物剤の
濃度は、全塩素に換算して1000～12000ppmである。
【００８１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を
媒体に適用する前に約5～約11.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を媒体に適用する前に約6～約10である。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を媒体に適用
する前に約7～約9である。
【００８２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体中の殺生物剤の濃度は、その
殺生物剤をその媒体に適用するとき、塩素に換算して0.5～300ppmである。本発明のこの
実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体中の殺生物剤の濃度は、その殺生物剤をその
媒体に適用するとき、塩素に換算して1～10ppmである。
【００８３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、媒体に適用してから
1時間以内は有効である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤
は、媒体に適用してから15分以内は有効である。
【００８４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも50％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも50％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも50％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
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【００８５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも75％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも75％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも75％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【００８６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも90％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも90％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも90％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【００８７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも50％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも50％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも50％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【００８８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも75％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも75％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも75％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
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この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【００８９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも90％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも90％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも90％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【００９０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はある系の中に存在しており
、その系が正常に機能している間に、その系からその媒体の一部が廃棄されて交換される
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、系が正常に機能している間に廃棄
されて交換される一部の媒体は、系が正常に機能している間に連続的に廃棄されて交換さ
れる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、系が正常に機能している間に
廃棄されて交換される一部の媒体は、系が正常に機能している間に24時間ごとに廃棄され
て交換される。
【００９１】
　本発明の別の一実施態様によれば、媒体に殺生物剤を適用する装置であって、
　一般式Yx-Zn+x/nの塩（ただしxとYx-は上に定義した通りであり、Z+は、上に定義した[
NH2R

3R4]+の形態のカチオン以外のカチオンであり、nは1以上の整数である）と、
　COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン
部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくと
も1つの部分とを含む両性分子Qと
　からなるグループの中から選択した窒素含有化合物またはその混合物を含む窒素含有化
合物リザーバと、
　濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩酸化物希釈液の供給源と、
　上記希釈液と上記窒素含有化合物またはその混合物を、次亜塩素酸塩に対する窒素含有
化合物中の窒素原子のモル比を少なくとも1：1にして混合して殺生物剤を製造する混合チ
ャンバーとを備える装置も提供される。
【００９２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給
源の濃度は、全塩素に換算して12,000ppmを超えない。
【００９３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スルファミド部分
、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化されて対応す
るアニオン形態になっている。
【００９４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、第一級アミン部分、
第二級アミン部分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つ
の部分と、COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
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うちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【００９５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Qは、COOHとSO3Hからなるグルー
プの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第
三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む両性分
子であり、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である。
【００９６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給
源は、次亜塩素酸塩酸化剤溶液を含む次亜塩素酸塩含有リザーバと、次亜塩素酸塩酸化剤
溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈
液を作る希釈装置とを備えている。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、
希釈装置は、次亜塩素酸塩酸化剤溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して12,000ppmを
超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈液を作る。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、希釈装置と混合チャンバーは単一の導管であり、その導管は、塩または塩の混合
物と混合する前に次亜塩素酸塩酸化剤を希釈する構成にされている。
【００９７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物は、窒素含有化合
物を含むリザーバの中に水溶液として存在している。
【００９８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物またはその混合物
に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1である。本発明のこの
実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモ
ル比は、1：1である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合
物またはその混合物に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よ
りも大きい。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜
塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よりも大きい。
【００９９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、装置はさらに、混合チャンバーか
ら殺生物剤を媒体に適用できる構成にした出口を備えている。
【０１００】
　本発明の別の一実施態様によれば、媒体中の微生物または生物膜の増殖を制御する方法
であって、窒素含有化合物と、臭化物と、次亜塩素酸塩酸化剤の水溶液とを混合して殺生
物剤を形成し（ただし、窒素含有化合物の選択は、一般式Yx-[NH2R

3R4]+xの塩と、一般式
Yx-Zn+x/nの塩と、分子Yそのものとからなるグループの中から行ない、ここに
　Zとnは上に定義した通りであり、
　Yx-は、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分、アミド部分、イミ
ド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中
から選択した少なくとも1つの部分を含む酸Yの塩基形態であり；
　[NH2R

3R4]+は、塩基NHR3R4の酸性形態であって、
　R3とR4は、それぞれ独立に、HとC1～8アルキルからなるグループの中から選択するか、
　R3とR4は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、場合によっては1つ以上の基
で置換された5～10員の複素環を形成しており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3
～8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキル
からなるグループの中から行ない；
　xは1～3であり；
　次亜塩素酸塩に対する窒素含有化合物中の窒素原子のモル比は少なくとも1：1である）
、
　その殺生物剤を媒体に適用する操作を含む方法も提供される。
【０１０１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
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部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、Yx-において、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スル
ファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化
されて対応するアニオン形態になっている。
【０１０２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、COOHとSO3Hからなる
グループの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン部分、第二級アミン部
分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
うちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【０１０３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yx-は一般式[R1R2N-A-COO]x-また
は一般式[R1R2N-A-SO3]

x-で表わされ、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
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子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【０１０４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yx-は一般式R1R2N-A-COOHまたは
一般式R1R2N-A-SO3Hで表わされ、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
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中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【０１０５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物と窒素含有化合物を混合し
て臭化物とアミンの混合物を形成し、それを希釈した後に次亜塩素酸塩と混合する。本発
明のこの実施態様の別の変形例によれば、臭化物を窒素含有化合物とは別に希釈し、臭化
物を希釈した後に窒素含有化合物および次亜塩素酸塩と混合する。
【０１０６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物は、アルカリ金属またはア
ルカリ土類金属の臭化物、またはその混合物である。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、臭化物の選択を、HBr、LiBr、NaBr、KBr、CaBr2、MgBr2、ならびにこれ
らの混合物からなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例
によれば、臭化物は、臭化ナトリウムと臭化カリウムからなるグループの中から選択した
塩を含んでいる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物はNaBrを含
んでいる。
【０１０７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物と窒素含有化合物は、20：
1～1：10のモル比で存在している。本発明のこの実施態様の別の変形例によれば、臭化物
と窒素含有化合物は、2：1～1：2のモル比で存在している。本発明のこの実施態様のいく
つかの変形例によれば、臭化物と窒素含有化合物は同じモル数が存在している。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物に含まれる第一級アミン基の
臭化物に対するモル比は1：10～20：1である。本発明のこの実施態様の別の変形例によれ
ば、窒素含有化合物に含まれる第一級アミン基の臭化物に対するモル比は1：2～2：1であ
る。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物に含まれる第一
級アミン基の臭化物に対するモル比は1：1である。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、希釈前の臭化物と窒素含有化合物の全量は、10～40％w/vである。
【０１０８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物と混合する直前の
次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して24,000pp
mを超えない。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物と混
合する直前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算
して12,000ppmを超えない。
【０１０９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物またはその混合物
は、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と混合する前には、0.5～60％w/vの濃度の水溶液である。
【０１１０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合は、混合チャンバーの中で起
こり、混合中にその混合チャンバーに出入りする水の連続流が存在している。
【０１１１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、実質的にその殺生物
剤が形成されたときに媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺
生物剤を、その殺生物剤が形成されてから30秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施
態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから60秒以内に媒体
に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が
形成されてから90秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば
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、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから120秒以内に媒体に適用する。本発明のこ
の実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺生物剤が形成されてから150秒以
内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、その殺
生物剤が形成されてから180秒以内に媒体に適用する。
【０１１２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、混合チャンバーは導管である。
【０１１３】
　本発明のこの実施態様の別の変形例によれば、混合は混合チャンバーの中で起こり、そ
の外ではその混合中に水の連続流が存在していない。本発明のこの実施態様の他の変形例
によれば、殺生物剤を、実質的に混合が完了した直後に媒体に適用する。本発明のこの実
施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから30秒以内に媒体に適用す
る。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから60秒
以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合
が完了してから90秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様の他の変形例によれば
、殺生物剤を、混合が完了してから120秒以内に媒体に適用する。本発明のこの実施態様
の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから150秒以内に媒体に適用する。
本発明のこの実施態様の他の変形例によれば、殺生物剤を、混合が完了してから180秒以
内に媒体に適用する。
【０１１４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、ア
ルカリ金属の次亜塩素酸塩、アルカリ土類金属の次亜塩素酸塩、安定な塩素担体から水中
に放出される次亜塩素酸塩、塩素ガスからその場で形成される次亜塩素酸塩、ならびにこ
れらの混合物からなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形
例によれば、安定な塩素担体の選択を、トリクロロシアヌル酸、ジクロロジメチルヒダン
トイン、クロロジメチルヒダントインからなるグループの中から行なう。本発明のこの実
施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤の選択を、次亜塩素酸リチウム
、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸カルシウム、次亜塩素酸マグネシウム、次亜塩素酸
カリウムからなるグループの中から行なう。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、次亜塩素酸塩酸化剤は次亜塩素酸ナトリウムである。
【０１１５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の選択を、カルバ
ミン酸、スルファミン酸、グリシン、グルタミン、アルギニン、ヒスチジン、リシン、な
らびにこれらの混合物からなるグループの中から行なう。
【０１１６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、カルバミン酸、スル
ファミン酸、グリシン、グルタミン、アルギニン、ヒスチジン、リシンからなるグループ
の中から行なう。
【０１１７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物またはその混合物
に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1である。本発明のこの
実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモ
ル比は、1：1である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合
物またはその混合物に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よ
りも大きい。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜
塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よりも大きい。
【０１１８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物と混合する前の次
亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化剤の濃度は、全塩素に換算して24,000ppm
を超えず、混合チャンバーは、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液と窒素含有化合物を混合すると
きに水が内部を流れる導管を備えている。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
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れば、窒素含有化合物と混合する直前の次亜塩素酸塩酸化剤水溶液中の次亜塩素酸塩酸化
剤の濃度は、全塩素に換算して12,000ppmを超えない。本発明のこの実施態様のいくつか
の変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤水溶液を導管の中でin situで調製した後、窒素
含有化合物をその導管に添加する。
【０１１９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物を希釈した後に次
亜塩素酸塩酸化剤と混合する。
【０１２０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する
直前に8.0～11.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤
のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも8.5である。本発明のこの実施態様のいくつか
の変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも9.0である。本発
明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に
少なくとも9.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のp
Hは、媒体に適用する直前に少なくとも10.0である。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少なくとも10.5である。本発明
のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、媒体に適用する直前に少
なくとも11.0である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpH
は、媒体に適用する直前に11.5を超えない。
【０１２１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体の選択を、パルプ工場や製紙
工場の処理水、冷却塔の水、排水、再生された排水、粘土スラリー、デンプン・スラリー
、スラッジ、土、コロイド状懸濁液、灌漑用水からなるグループの中から行なう。本発明
のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はパルプ工場や製紙工場の水である。
本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は冷却塔の水である。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は排水である。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、媒体は再生された排水である。本発明のこの実施態様のいく
つかの変形例によれば、媒体は粘土スラリーである。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、媒体はデンプン・スラリーである。本発明のこの実施態様のいくつかの
変形例によれば、媒体はスラッジである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、媒体は土である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はコロ
イド状懸濁液である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は灌漑用
水である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体は、強力な還元剤を
含む媒体、または還元能力の大きな（すなわちORPが150ミリボルト以下の）媒体である。
【０１２２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：2未満のデューテ
ィ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤を、約1：5～1：10のデューティ・サイクルで媒体に定期的に適用する。
本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：10未満のデューテ
ィ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤を、1：25未満のデューティ・サイクルで媒体に定期的に適用する。本発
明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を、1：50未満のデューティ・
サイクルで媒体に定期的に適用する。
【０１２３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤を製造するときの少なく
とも8.0という安定なpHが維持される速度でその殺生物剤を媒体に適用する。
【０１２４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体に適用する直前の殺生物剤の
濃度は、全塩素に換算して1000～12000ppmである。
【０１２５】
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　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を
媒体に適用する前に約5～約11.5である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によ
れば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を媒体に適用する前に約6～約10である。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤のpHは、その殺生物剤を媒体に適用
する前に約7～約9である。
【０１２６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体中の殺生物剤の濃度は、その
殺生物剤をその媒体に適用するとき、塩素に換算して0.5～300ppmである。本発明のこの
実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体中の殺生物剤の濃度は、その殺生物剤をその
媒体に適用するとき、塩素に換算して1～10ppmである。
【０１２７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、媒体に適用してから
1時間以内は有効である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤
は、媒体に適用してから15分以内は有効である。
【０１２８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも50％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも50％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも50％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【０１２９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも75％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも75％低
下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも75％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【０１３０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与
後3時間以内に少なくとも90％低下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、殺生物剤は、微生物の活性を投与後1時間以内に少なくとも90％低
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下させることができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は
、微生物の活性を投与後30分以内に少なくとも90％低下させることができる。本発明のこ
の実施態様のこれら変形例の文脈では、微生物の活性低下は、処理する系の作業効率の増
大と相関させることができる。例えば製紙機械では、微生物の活性が低下すると、製紙機
械の稼働性が向上するであろう。いくつかの文脈では、微生物の活性低下は、ATPの産生
低下またはカタラーゼの産生低下と相関している可能性がある。本発明のこの実施態様の
いくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は
少なくとも0.5ppmである。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期
間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をテスト・サンプルで測定
する。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、微生物の活性低下をその場で
測定する。
【０１３１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも50％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも50％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも50％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【０１３２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも75％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも75％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも75％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【０１３３】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプ
ル中の微生物を投与後3時間以内に少なくとも90％殺すことができる。本発明のこの実施
態様のいくつかの変形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与
後1時間以内に少なくとも90％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、殺生物剤は、液体テスト・サンプル中の微生物を投与後30分以内に少なく
とも90％殺すことができる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の
期間が経過した後、全塩素に換算した残留殺生物剤は少なくとも0.5ppmである。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、上記の期間が経過した後、全塩素に換算した
残留殺生物剤は、少なすぎて測定できない。
【０１３４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、媒体はある系の中に存在しており
、その系が正常に機能している間に、その系からその媒体の一部が廃棄されて交換される
。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、系が正常に機能している間に廃棄
されて交換される一部の媒体は、系が正常に機能している間に連続的に廃棄されて交換さ
れる。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、系が正常に機能している間に
廃棄されて交換される一部の媒体は、系が正常に機能している間に24時間ごとに廃棄され
て交換される。
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【０１３５】
　本発明の一実施態様によれば、処理する液体に殺生物剤を導入する装置であって、
　　一般式Yx-[NH2R

3R4]+xの塩、一般式Yx-Zn+x/nの塩、分子Yそのもの（ただしY、R3、R
4、x、Z、nは上に定義した通りである）からなるグループの中から選択した窒素含有化合
物を含む窒素含有化合物リザーバと、
　濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩希釈液の供給源と、
　臭化物希釈液の供給源と、
　次亜塩素酸塩希釈液と、臭化物希釈液と、窒素含有化合物を、次亜塩素酸塩に対する窒
素含有化合物中の窒素原子のモル比を少なくとも1：1にして混合して殺生物剤を製造する
混合チャンバーとを備える装置も提供される。
【０１３６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給
源の濃度は、全塩素に換算して12,000ppmを超えない。
【０１３７】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、アミド部分、イミド
部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中か
ら選択した少なくとも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグルー
プの中から行ない、Yx-は、この分子の塩基形態である。本発明のこの実施態様のいくつ
かの変形例によれば、上記少なくとも1つのアミド部分、イミド部分、スルファミド部分
、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1つはイオン化されて対応す
るアニオン形態になっている。
【０１３８】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Yの選択を、第一級アミン部分、
第二級アミン部分、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つ
の部分と、COOHとSO3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む
両性分子からなるグループの中から行ない、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である
。 本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、上記少なくとも1つのCOOHとSO3H
うちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【０１３９】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、Qは、COOHとSO3Hからなるグルー
プの中から選択した少なくとも1つの部分と、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第
三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む両性分
子であり、Yx-は、この両性分子のアニオン形態である。
【０１４０】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、次亜塩素酸塩酸化剤希釈液の供給
源は、次亜塩素酸塩酸化剤溶液を含む次亜塩素酸塩含有リザーバと、次亜塩素酸塩酸化剤
溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈
液を作る希釈装置とを備えている。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、
希釈装置は、次亜塩素酸塩酸化剤溶液を希釈して、濃度が全塩素に換算して12,000ppmを
超えない次亜塩素酸塩酸化剤希釈液を作る。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例に
よれば、希釈装置と混合チャンバーは単一の導管であり、その導管は、塩または塩の混合
物と混合する前に次亜塩素酸塩酸化剤を希釈する構成にされている。
【０１４１】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物は、窒素含有化合
物を含むリザーバの中に水溶液として存在している。
【０１４２】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物は、窒素含有化合物を含む
リザーバの中に存在している。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化
物は別のリザーバの中に存在している。
【０１４３】
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　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物希釈液の供給源は、臭化物
溶液を含む臭化物含有リザーバと、その臭化物溶液を希釈して臭化物希釈液にする希釈装
置を備えている。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物を希釈する
希釈装置と、酸化剤を希釈する希釈装置と、混合チャンバーは単一の導管であり、窒素含
有化合物と混合する前および臭化物と混合する前に、次亜塩素酸塩酸化剤を希釈する構成
にされている。
【０１４４】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物またはその混合物
に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1である。本発明のこの
実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモ
ル比は、1：1である。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合
物またはその混合物に含まれる窒素原子の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よ
りも大きい。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物の次亜
塩素酸塩酸化剤に対するモル比は、1：1よりも大きい。
【０１４５】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、臭化物と窒素含有化合物は、20：
1～1：10のモル比で存在している。本発明のこの実施態様の別の変形例によれば、臭化物
と窒素含有化合物は、2：1～1：2のモル比で存在している。本発明のこの実施態様のいく
つかの変形例によれば、臭化物と窒素含有化合物は同じモル数が存在している。本発明の
この実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物に含まれる第一級アミン基の
臭化物に対するモル比は1：10～20：1である。本発明のこの実施態様の別の変形例によれ
ば、窒素含有化合物に含まれる第一級アミン基の臭化物に対するモル比は1：2～2：1であ
る。本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、窒素含有化合物に含まれる第一
級アミン基の臭化物に対するモル比は1：1である。本発明のこの実施態様のいくつかの変
形例によれば、希釈前の臭化物と窒素含有化合物の全量は、10～40％w/vである。
【０１４６】
　本発明のこの実施態様のいくつかの変形例によれば、システムはさらに、処理する液体
の中に混合容器から殺生物剤を導入できる構成の出口を備えている。
【０１４７】
　本発明の実施態様を、以下に示す多数の実施例と添付の図面を参照してより具体的に説
明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０１４８】
　図1に示した装置によって殺生物剤が製造され、その殺生物剤が1つ以上の場所2で媒体3
（例えば水）の中に導入または適用される。本発明のいくつかの実施態様では、殺生物剤
は、次亜塩素酸塩酸化剤と、窒素含有化合物の塩またはこのような塩の混合物とを混合す
ることによって形成される。なおこの塩は、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三
級アミン部分、アミド部分、イミド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミン
イミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分を含んでいる。本発
明のいくつかの実施態様では、この塩は一般式Yx-[NH2R

3R4]+xで表わされる。ただし
　Yx-は、第一級アミン部分、第二級アミン部分、第三級アミン部分、アミド部分、イミ
ド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中
から選択した少なくとも1つの部分を含む酸Yの塩基形態であり；
　[NH2R

3R4]+は、塩基NHR3R4の酸性形態であって、
　R3とR4は、それぞれ独立に、HとC1～8アルキルからなるグループの中から選択するか、
　R3とR4は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、場合によっては1つ以上の基
で置換された5～10員の複素環を形成しており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3
～8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキル
からなるグループの中から選択し；
　xは1～3である。
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【０１４９】
　本発明のいくつかの実施態様では、Yの選択を、アミド部分、イミド部分、スルファミ
ド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分からなるグループの中から選択した少なく
とも1つの部分を含む直鎖分子、分岐鎖分子、環式分子からなるグループの中から行なう
。本発明のこれら実施態様のうちのいくつかでは、Yx-は、この分子の塩基形態である。
本発明のこれら実施態様のうちのいくつかでは、上記少なくとも1つのアミド部分、イミ
ド部分、スルファミド部分、スルフィミド部分、アミンイミン部分のうちの少なくとも1
つはイオン化されて対応するアニオン形態になっている。
【０１５０】
　本発明のいくつかの実施態様では、Yの選択を、第一級アミン部分、第二級アミン部分
、第三級アミン部分からなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分と、COOHとS
O3Hからなるグループの中から選択した少なくとも1つの部分とを含む両性分子からなるグ
ループの中から行なう。本発明のこれら実施態様のうちのいくつかでは、Yx-は、この両
性分子のアニオン形態である。本発明のこれら実施態様のうちのいくつかでは、上記少な
くとも1つのCOOHとSO3Hのうちの少なくとも1つはイオン化されて対応するアニオン形態に
なっている。本発明のいくつかの実施態様では、Yx-は一般式[R1R2N-A-COO]x-または一般
式[R1R2N-A-SO3]

x-で表わされ、
　Aは、結合、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルケニ
ル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、直鎖または分岐鎖の
C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C

6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20

アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロア
ルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によっては1
個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-SCH3、-NH2、=NH、-
NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリル、3-インドリル
、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9シクロアルキルア
ルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアルキル、-O-C4～9シ
クロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベンジル、-SO2R

7、-NH
R7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベン
ジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル、C2～20アルキニル
、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C

4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によってはN、O、Sの中か
ら選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；
　R1とR2は、それぞれ独立に、H、直鎖または分岐鎖のC1～20アルキル、直鎖または分岐
鎖のC2～20アルケニル、直鎖または分岐鎖のC2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、
直鎖または分岐鎖のC4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10シクロアルケニル、C4～10

シクロアルキニル、C6～C 10アリールのいずれかであり、ただしC1～20アルキル、C2～20

アルケニル、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキ
ル、C4～10シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは
、場合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、-COOH、-COH、-S
CH3、-NH2、=NH、-NHC(=NH)NH2、-C(=O)NH2、-OH、4-ヒドロキシフェニル、5-イミダゾリ
ル、3-インドリル、ハロゲン、-SO3H、=O、C1～8アルキル、C3～8シクロアルキル、C4～9

シクロアルキルアルキル、フェニル、4-メチルフェニル、ベンジル、-O-C3～8シクロアル
キル、-O-C4～9シクロアルキルアルキル、-O-フェニル、-O-4-メチルフェニル、-O-ベン
ジル、-SO2R

7、-NHR7の中からなされ（ただしR7は、H、C1～8アルキル、フェニル、4-メ
チルフェニル、ベンジル、-NH2のいずれかである）、C1～20アルキル、C2～20アルケニル
、C2～20アルキニル、C3～10シクロアルキル、C4～C20アルキルシクロアルキル、C4～10

シクロアルケニル、C4～10シクロアルキニル、C6～C 10アリールのそれぞれは、場合によ
ってはN、O、Sの中から選択した1～3個のヘテロ原子を含んでおり；あるいは
　R1とAは、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10
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員の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電
子対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場
合によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～
8シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの
中からなされ；あるいは
R1とR2は、これらの基が結合する窒素原子と合わさって、5～10員の複素環または5～10員
の複素芳香族環を形成しており、その環において、R1とAが結合する窒素原子の自由電子
対は芳香族π電子系の一部ではなく、上記5～10員の複素環または複素芳香族環は、場合
によっては1個以上の基で置換されており、その置換基の選択は、C1～6アルキル、C3～8

シクロアルキル、ハロゲン、ヒドロキシ、-OC1～6アルキル、-OC3～8シクロアルキルの中
からなされる。
【０１５１】
　本発明の別の実施態様では、塩はYx-Zn+x/nの形態である。ただしYx-は上に定義した通
りであり、Z+は、上に定義した[NH2R

3R4]+の形態のカチオン以外のカチオンであり、nは1
以上の整数である。
【０１５２】
　本発明の別の実施態様では、次亜塩素酸塩を窒素含有化合物と混合する。この窒素含有
化合物は、塩ではなくて上に定義した化合物Yそのものである。ただし化合物Yは、スルフ
ァミン酸、メラミン、シアヌル酸、ヒダントイン、ジアルキルヒダントイン（例えばジメ
チルヒダントイン）、ビウレット、スクシンアミド、スクシンイミド、クレアチン、クレ
アチニンのいずれでもない。
【０１５３】
　以下に説明するように、本発明のいくつかの実施態様では、殺生物剤を形成する際に、
次亜塩素酸塩と窒素含有化合物またはその塩を、臭化物とも混合する。
【０１５４】
　図1では、リザーバ4が次亜塩素酸塩の溶液を含んでおり、リザーバ6が窒素含有化合物
またはその塩の溶液を含んでいる。本発明のいくつかの実施態様では、リザーバ6に含ま
れる溶液は臭化物も含んでいる。
【０１５５】
　図1からわかるように、水が、図1でリザーバ8として示した供給源8から供給される。供
給源8からの水はポンプ70によって吸引され、水管10を通り、並列に配置した流量計72を
通り、対応する一対の分岐ライン12、14に入る。分岐ライン12、14はミキサー21に接続さ
れていて、そのミキサー21から、さまざまな場所2にある媒体3へとつながる共通出口パイ
プ16に水が供給される。低水流スイッチ71がライン12の流量計72に接続されている。出口
パイプ16にはサイホン・ブレーカ86が取り付けられている。出口パイプ16には、殺生物剤
のpHをモニターするpHセンサー47も取り付けることができる。
【０１５６】
　ポンプP1とP2（例えば拍動型ポンプ、蠕動型ポンプ、他のタイプのポンプ、従来技術で
知られている同等なポンプ（ベンチュリー・ポンプなど）にすることができる）がそれぞ
れリザーバ4とリザーバ6からそれぞれライン75と73を通じて次亜塩素酸塩と窒素含有化合
物またはその塩を吸い上げ、それぞれ接合部82と接合部80でライン14とライン12に入れる
。これら接合部は、例えば単純なT字型コネクタにすること、またはリザーバ4とリザーバ
6からの溶液を、ライン14とライン12を流れる水と容易に混合できるような設計にするこ
とができる。リザーバ6とリザーバ4の間には、較正管76、84と、バルブ74が存在している
。
【０１５７】
　したがってリザーバ4とリザーバ6に含まれている諸成分の濃度と、その成分をそれぞれ
ライン12と14に吸い上げる速度と、ライン12と14を通過する水流の速度を変えることによ
り、次亜塩素酸塩酸化剤と窒素含有化合物またはその塩を望む割合で希釈し、混合するこ
とができる。したがって反応生成物、すなわち次亜塩素酸塩酸化剤と窒素含有化合物また
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はその塩との反応によって生成した殺生物剤は、その殺生物剤の形成後わずかな時間で出
口パイプ16から媒体3に直接適用することができる。本発明の別の実施態様（図示せず）
では、ミキサー21の代わりに入口チャンバーまたは接合部を用いる。その場合、両方の希
釈液が出口パイプ16の中を流れていくときに混合されて反応し、その混合流体が出口パイ
プ16を通過し終わって液体3の中に入るまでに殺生物剤が製造される。本発明によるこの
別の実施態様では、ミキサー21ではなくて出口パイプ16が、混合チャンバーとして機能す
る。
【０１５８】
　図1に示したように窒素含有化合物またはその塩の溶液を希釈した後に次亜塩素酸塩酸
化剤希釈液と混合するが、臭化物を使用しない本発明の実施態様では、この溶液を希釈し
た後に次亜塩素酸塩希釈液と混合せねばならないことはない。窒素含有化合物またはその
塩は、次亜塩素酸塩と混合する前に希釈されているかどうかに関係なく、次亜塩素酸塩と
同じモル数、または次亜塩素酸塩よりも過剰なモル数で、次亜塩素酸塩と混合すべきであ
る。いくつかの実施態様では、窒素含有化合物またはその塩と混合する直前の次亜塩素酸
塩の濃度が全塩素に換算して24,000ppmを超えないことと、いくつかの実施態様では、媒
体に適用する前の殺生物剤の濃度が全塩素に換算して12,000ppmを超えないこともわかる
であろう。
【０１５９】
　ミキサー21を用いるかどうかに関係なく、出口パイプ16を通過する流れは、殺生物剤が
媒体3の中に導入される前に分解する時間がないほど十分に速い必要がある。本発明の多
くの実施態様では、希釈した酸化剤と、窒素含有化合物またはその塩と、希釈した臭化物
（もし存在するならば）とが互いに混合されて殺生物剤が形成された後、その殺生物剤が
パイプ16から媒体3の中に注入されるまでの時間は3分未満である。いくつかの実施態様で
は、その時間は2分半未満であり、いくつかの実施態様では、その時間は2分未満であり、
いくつかの実施態様では、その時間は1分半未満であり、いくつかの実施態様では、その
時間は1分未満であり、いくつかの実施態様では、その時間は30秒未満である。殺生物剤
が数分間を超えて安定である本発明の他の実施態様では、殺生物剤を（例えばリザーバ（
図示せず）に）保管した後に媒体に適用することができる。
【０１６０】
　2つの分岐ライン12、14には制御バルブ22、24を備えていて、分岐ライン12、14を通過
する水の流速を制御できるようになっている。
【０１６１】
　上記のバルブとポンプの制御は、制御システム（図示せず）によって実現することがで
きる。したがって出口ライン16は、殺生物剤のpHを検知するpHセンサー47も備えることが
できる。pHセンサー47は、制御システムにフィードバックを与えることができるため、そ
のフィードバックに応答して殺生物剤の製造が制御される。制御システムは、供給源8か
らの水の供給を電気バルブ48を通じて制御することができる。本発明の装置は、アラーム
または他の信号伝達装置（例えば、制御システムにフィードバックを与えることのできる
水流スイッチ71）を備える構成にすることもできる。図示したシステムはさらに、処理す
る媒体に出口ライン16を通じて殺生物剤を供給する時間の長さと、その殺生物剤を供給す
る時間間隔の両方をあらかじめ設定することのできるタイマー（図示せず）を備えること
ができる。制御システムは、ミキサー21の動作を制御することもできる。
【０１６２】
　水の供給源8から2つの分岐ライン12と14に水を供給するライン10は、追加の制御装置（
例えば、流速または流量を示す流量計58）を備えることができる。
【０１６３】
　すでに指摘したように、リザーバ4内の溶液は次亜塩素酸塩酸化剤を含んでおり、リザ
ーバ6内の溶液は少なくとも1つの窒素含有化合物またはその塩を含んでおり、本発明のい
くつかの実施態様では、リザーバ6内の溶液はさらに臭化物を含んでいる。臭化物は、存
在する場合には、適切な任意の形態で供給することができる。本発明のいくつかの実施態
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様では、臭化物は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属の臭化塩（例えば臭化リチウム
、臭化ナトリウム、臭化カリウム、臭化カルシウム、臭化マグネシウム）、または臭化水
素酸として提供される。
【０１６４】
　酸化剤の選択は、アルカリ金属とアルカリ土類金属の次亜塩素酸塩（例えば次亜塩素酸
リチウム、次亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸カリウム、次亜塩素酸カルシウム、次亜塩
素酸マグネシウム）の中から行なうことができる。
【０１６５】
　本発明のいくつかの実施態様では、殺生物剤のpHは、媒体3に適用する直前に少なくと
も8.0である。本発明のいくつかの実施態様では、殺生物剤のpHは、媒体3に適用する直前
に少なくとも9.5である。本発明のいくつかの実施態様では、殺生物剤のpHは、媒体3に注
入する直前に少なくとも10.0である。本発明のいくつかの実施態様では、殺生物剤のpHは
、媒体3に適用する直前に少なくとも10.5である。本発明のいくつかの実施態様では、殺
生物剤のpHは、媒体3に適用する直前に少なくとも11.0である。本発明のいくつかの実施
態様では、殺生物剤のpHは、媒体3に適用する直前に11.5を超えない。本発明の一実施態
様では、殺生物剤を製造するときの少なくとも8.0という安定なpHが維持される速度でそ
の殺生物剤を適用する。
【０１６６】
　図2は図1と似ており、図2のシステムの要素のうちで、図1のシステムにおけるのと同じ
で同様に機能する要素を表わすのに同じ参照番号が使用してある。図2では、水流ライン1
2が1つだけ使用されていて、ミキサー21は存在していない。リザーバ4からの溶液は、リ
ザーバ6からの溶液が水流ライン12に導入されるよりも上流で水流ライン12に導入される
。この構成では、窒素含有化合物またはその塩の次亜塩素酸塩酸化剤に対するモル比が少
なくとも1：1である限り、窒素含有化合物またはその塩に臭化物が含まれていてもいなく
ても、窒素含有化合物またはその塩の希釈液を、酸化剤希釈液の存在下で形成することが
できる。両方の希釈液がライン12を流れていくうちに混合され、図2に示してあるように
ライン12の延長部であるパイプ16を通過する。
【０１６７】
　図1に示した実施態様の変形例では、臭化物を希釈して窒素含有化合物とは別にミキサ
ー21に導入することができる。図2に示した実施態様の変形例では、臭化物を窒素含有化
合物とは別にライン12に導入できるが、臭化物は、窒素含有化合物がライン12に導入され
る場所よりも上流でライン12に導入されてはならない。
【０１６８】
　ここに示した本発明の実施態様では、次亜塩素酸塩酸化物を希釈した後に窒素含有化合
物またはその塩と混合する。
【０１６９】
　本特許出願の文脈では、“有効な”という用語は、殺生物剤に関して使用する場合には
、その殺生物剤が微生物の増殖を制御でき、残留する殺生物剤が全塩素に換算して少なく
とも0.5ppmであることを意味する。なお増殖制御能力は、液体テスト・サンプルに含まれ
る微生物の少なくとも50％を投与後3時間以内に殺す能力として示される。
【０１７０】
　この出願では、“デューティ・サイクル”という用語は、（a）処理する水に殺生物剤
を投与する時間の長さと（b）処理する水に殺生物剤を投与しない時間の長さの比を意味
する。
【０１７１】
　生物膜の制御という文脈では、本発明の実施態様において、生物膜を制御するのにその
生物膜の内側にいる微生物を殺す必要がないことと、その場合に生物膜が制御されたこと
は、生物膜の存在が減ったことの直接観察から、または例えばATPの産生減少の観察から
、またはカタラーゼの産生減少の観察から、または生物膜の制御や処理する系の作業効率
の向上と相関している可能性のある他の測定可能な変数から証明できることもわかるであ
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ろう。
【０１７２】
　本発明は、本発明の実施態様に関する以下に例示する具体的な実施例を通じてよりよく
理解できよう。
【０１７３】
実施例
シリーズ1
【０１７４】
　概要：テストは水性テスト系で実施した。この水性テスト系は、1回ごとに、デンプン
（約7.5g/l）と、水酸化カルシウム（94ppm）と、炭酸水素ナトリウム（1320ppm）とを添
加した脱イオン（DI）水で構成し、塩酸を用いてpHを8.17に調節した。微生物の懸濁液を
、製紙機械の表面から採取したピンク色の粘着物のサンプルから調製した。微生物（MO）
は37℃で増殖させた。
【０１７５】
　それぞれのテストで、（a）殺生物剤を脱イオン水だけに添加した場合と、（b）媒体サ
ンプルを殺生物剤で処理せずに放置した場合を対照とした。
【０１７６】
　以下の実施例では、本発明の実施態様による殺生物剤を、上に説明した殺生物剤の製造
法で調製した。添加後の殺生物剤の望ましい最終濃度を考慮し、殺生物剤を含む適量の溶
液をそれぞれのテスト容器に添加した。以下の実施例では、これら濃縮液に含まれる残留
全塩素を測定することにより、殺生物活性成分の分解速度をモニターした。
【実施例１】
【０１７７】
酸化還元電位（ORP）
【０１７８】
　G. Degramont、『水処理ハンドブック』、シュプリンガー-フェアラーク社、1991年、2
49～250ページ（その内容は、参考としてこの明細書に組み込まれているものとする）に
従い、ORP電極（WTW）を利用して酸化還元電位を測定した。
【０１７９】
　この実施例では4つのテストを行なった。
【０１８０】
　テスト1：アメリカ合衆国特許第6,478,972号（“Shim”）に従い、スルファミン酸ナト
リウム（7.2gのNaOHを含む100mlの脱イオン水に14.62gのスルファミン酸を溶かした）と
次亜塩素酸ナトリウム（Cl2に換算して10.5％w/v、市販されている溶液）を混合し（スル
ファミン酸塩とCl2のモル比は1.007：1）、Shimが“安定化次亜塩素酸塩溶液”と名づけ
たものを作った。得られた混合物を所定の体積それぞれの水性テスト系にただちに添加し
、それぞれ（全塩素に換算して）4.2、8.4、12.6ppmの供給レベルが維持されるようにし
た。
【０１８１】
　テスト2：Shimに従い、スルファミン酸ナトリウム（7.2gのNaOHを含む100mlの脱イオン
水に14.62gのスルファミン酸を溶かした）と次亜塩素酸ナトリウム（Cl2に換算して10.5
％w/v、市販されている溶液）を混合し（スルファミン酸塩とCl2のモル比は1.007：1）、
Shimが“安定化次亜塩素酸塩溶液”と名づけたものを作った。臭化ナトリウム（15.5％w/
v、Br-とCl2のモル比は1.014：1）をその“安定化次亜塩素酸塩溶液”に混合した。NaBr
をその“安定化次亜塩素酸塩濃縮液”添加するとすぐに、わずかな色の変化が見られた。
得られた混合物を所定の体積それぞれの水性テスト系にただちに添加し、それぞれ（全塩
素に換算して）4.2、8.4、12.6ppmの供給レベルが維持されるようにした。
【０１８２】
　テスト3：Shimに従い、スルファミン酸ナトリウム（100mlの脱イオン水に14.62gのスル
ファミン酸を溶かした）と次亜塩素酸ナトリウム（Cl2に換算して10.5％w/v、市販されて
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いる溶液）を混合し（スルファミン酸塩とCl2のモル比は1.007：1）、Shimが“安定化次
亜塩素酸塩溶液”と名づけたものを作った。臭化ナトリウム（15.5％w/v）をその“安定
化次亜塩素酸塩溶液”に混合した（Br-とCl2のモル比は1.014：1）。NaBrをその“安定化
次亜塩素酸塩溶液”に添加するとすぐに、顕著な色の変化が見られた。得られた混合物を
所定の体積それぞれの水性テスト系にただちに添加し、それぞれ（全塩素に換算して）4.
2、8.4、12.6ppmの供給レベルが維持されるようにした。
【０１８３】
　テスト4：Shimに従い、スルファミン酸（100mlの脱イオン水に14.62g）と次亜塩素酸ナ
トリウム（Cl2に換算して10.5％w/v、市販されている溶液）を混合した。この混合物を所
定の体積それぞれの水性テスト系にただちに添加し、それぞれ（全塩素に換算して）4.2
、8.4、12.6ppmの供給レベルが維持されるようにした。それと同時に、NaBr（15.5％w/v
、Br-とCl2のモル比は1.014：1）を水性系に別に添加した。
【０１８４】
　テスト2、3、4では、殺生物剤を水性系に添加してから2時間後にORPを測定した。結果
を表1に示してある。Ppmの数値は、Cl2の量として表わした殺生物剤の供給レベルである
。
【０１８５】
【表１】

【０１８６】
　表1の結果から、Shimの方法において化合物を添加する順番および方法と、化合物が何
であるかが重要であることがわかる。
【実施例２】
【０１８７】
残留している全塩素
【０１８８】
　DPD比色測定法（『廃棄物と排水を調べる標準的な方法』、第17版、1989年、4-62～4-6
4ページを参照のこと。なおその内容は、参考としてこの明細書に組み込まれているもの
とする）を利用し、殺生物剤を添加してから24時間後に水性系に残留している全塩素を測
定した。従来技術で知られているように、水性系における酸化剤の分解速度は系ごとに決
まっている。すなわちある決まった1つの酸化剤の分解速度は、ある決まった1つの水性系
において再現可能である。
【０１８９】
　テスト4は、実施例1で実施したテスト4と同じである。
【０１９０】
　テスト5：本発明の一実施態様に従い、スルファミン酸ナトリウム（7.2gのNaOHを含む1
00mlの脱イオン水に14.62gのスルファミン酸を溶かした）をNaBr（100mlの脱イオン水に1
5.5g）（スルファミン酸ナトリウムとNaBrの両方とも次亜塩素酸ナトリウムと同じモル数
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を脱イオン水で希釈した（4200ppmの濃度にした。Cl2に換算して0.42％w/v。スルファミ
ン酸塩および臭素イオンと同じモル数）。これら2つの希釈溶液を上に説明した手続きに
従って混合した。殺生物剤を全塩素に換算して2.1、4.2、6.3ppmの供給レベルで水性系に
ただちに添加した。結果を表2に示してある（供給量に対する全塩素の％として表示）。
【０１９１】
【表２】

*殺生物剤処理が0ppmであった対照サンプルでは、10分後も24時間後も全Cl2は0ppmであっ
た。
【０１９２】
　この結果から、Shimらの方法に従って形成した殺生物剤は、本発明の一実施態様に従っ
て形成した殺生物剤と異なっていることがわかる。
【実施例３】
【０１９３】
アデノシン三リン酸（ATP）の濃度
【０１９４】
　ATPのレベルは微生物の生化学活性に関する1つの指標として役立つため、それ自体が、
殺生物剤に曝露した後に微生物培養物が生き延びたことを示すよいモデルとなる。そこで
上に説明したテスト4と5の水性系において、殺生物剤を添加してから20分後のATPの濃度
を測定した。結果を表3に示してある。
【０１９５】
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【表３】

【０１９６】
　表3に示してある結果から、Shimらの方法に従って製造した殺生物剤（処理する水にス
ルファミン酸で安定化させた次亜塩素酸ナトリウムを添加した後、NaBrを添加した）は、
本発明の一実施態様に従ってスルファミン酸ナトリウムと、臭化ナトリウムと、次亜塩素
酸ナトリウムから形成した殺生物剤よりも、20分間にわたって接触させた後に微生物の活
性を制御する効果が小さいことがわかる。この結果は、Shimが提示しているデータと一致
している。すなわちShimは、彼の製品の抗微生物効果は、処理する水に投与してから24時
間以上経過した後になって現われると述べている。
【実施例４】
【０１９７】
好気性微生物の全カウント数
【０１９８】
　この実施例と他の実施例における生存カウント数テストの一般的な手続きは、特に断わ
らない限り、以下の通りである。以下の水性系に殺生物剤を添加してから30分後、チオ硫
酸ナトリウムを含む殺菌生理食塩水の中でそれぞれの水性系テスト・サンプルに関する10
倍連続希釈液を調製した。得られた10倍連続希釈溶液を適切な寒天と混合した。30℃にて
48時間にわたってインキュベートした後、寒天中のコロニーをカウントし、cfu/mlを単位
として示した。
【０１９９】
　テスト5は、上記の実施例2と実施例3で実施したテスト5と同じである。
【０２００】
　テスト6：上に説明したように、スルファミン酸ナトリウム溶液（7.2gのNaOHを含む100
mlの脱イオン水に14.62gのスルファミン酸を溶かして調製、5850ppm）を脱イオン水で希
釈して塩素が4200ppmの希釈液にし、次亜塩素酸ナトリウムを脱イオン水で希釈し（て濃
度を4200ppmにし、0.42％w/v）、これら2つの希釈液を混合することにより殺生物剤を調
製し、処理する水性系に適量の殺生物剤をただちに添加した。
【０２０１】
　30分間の接触時間が経過した後、生存している好気性MOをカウントするためのサンプル
を採取した。テスト5と6の結果を表4と表4Aに示してある。
【０２０２】
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【表４】

cfu=コロニー形成単位
【０２０３】
【表５】

【０２０４】
　表4と表4Aの結果から、まず最初に臭化物とスルファミン酸塩の希釈混合物を作った後
、この混合物を次亜塩素酸塩希釈液と混合して殺生物剤を作り、処理する液体にその殺生
物剤を注入するとき、この殺生物剤を製造している間は過剰な酸化剤（次亜塩素酸塩）が
存在していないようにする場合には、スルファミン酸塩希釈液を次亜塩素酸塩希釈液と混
合して得られた殺生物剤を処理する液体に注入する場合よりも効果的であることがわかる
。
【実施例５】
【０２０５】
高濃度の糖を含む媒体中で生存している微生物のカウント数
【０２０６】
　テスト7：上に説明したように、硫酸グアニジニウムを脱イオン水に溶かし（100mlの脱
イオン水に硫酸グアニジニウム（分子量216.22）を0.647g）、次亜塩素酸ナトリウムを脱
イオン水で希釈し（て濃度を4200ppmにし、Cl2に換算して0.42％w/v）、これら2つの希釈
液を混合することにより殺生物剤を調製し、処理する水性系に適量の殺生物剤をただちに
添加した。
【０２０７】
　テスト8：硫酸グアニジニウム（0.647g）とNaBr（0.62g、次亜塩素酸ナトリウムと同じ
モル数のNaBr）を脱イオン水に溶かし、次亜塩素酸ナトリウムを脱イオン水で希釈し（て
濃度を4200ppmにし、Cl2に換算して0.42％w/v）、これら2つの希釈液を混合することによ
り殺生物剤を調製し、処理する水性系に適量の殺生物剤をただちに添加した。結果を表5
（糖消費コロニー形成ユニット（cfu）の数）と表5A（同じデータを、殺生物剤で処理し
ていない対照と比べた生存率（％）として表わしたもの）に示してある。
【０２０８】
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【表６】

【０２０９】
【表７】

【０２１０】
　表5と表5Aの結果から、上記の条件下では、硫酸グアニジニウムを次亜塩素酸塩希釈液
と混合して製造した殺生物剤は、まず最初に硫酸グアニジニウムと臭化ナトリウムを混合
した後、この混合物を次亜塩素酸塩希釈液と混合して製造した殺生物剤よりも効果が少な
いことがわかる。
【実施例６】
【０２１１】
殺生物剤の製造効率
【０２１２】
　上記のテスト1～6の対照テストすべてで、残留している全塩素（脱イオン水中の殺生物
剤）を測定した。結果を表6に示してある。
【０２１３】
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【表８】

【０２１４】
　表6の結果から、Shimらの方法に従って製造した“安定化次亜塩素酸塩”と殺生物剤は
、本発明の実施態様に従って形成した殺生物剤と比べて初期残留量が少ないことがわかる
。これは、Shimらの殺生物剤が製造中に分解したことを示している。いくつかのケースに
おいて、Shimらの方法に従って製造した殺生物剤は、処理する水に添加してから20時間後
までの分解もより早い。
【０２１５】
シリーズ2
【０２１６】
　反応媒体は、シリーズ1で説明した媒体と同様であった。
【実施例７】
【０２１７】
カルバミン酸アンモニウムと炭酸アンモニウムを用いて処理した好気性細菌と嫌気性細菌
の比較
【０２１８】
　以下に説明するように、次亜塩素酸塩と、カルバミン酸アンモニウムまたは炭酸アンモ
ニウムとから、臭化ナトリウムの存在下と不在下で殺生物剤を調製し、処理するサンプル
にただちに添加した。殺生物剤を添加する48時間前に、テスト容器にMOを接種した。
【０２１９】
　炭酸アンモニウム溶液を脱イオン水の中で調製し（100mlの脱イオン水に炭酸アンモニ
ウムを11.71g）、さらに脱イオン水で希釈して最終濃度を4680ppmにした。次亜塩素酸ナ
トリウムを脱イオン水で希釈した（濃度は4200ppm、全塩素に換算して0.42％w/v）。上に
説明したように、次亜塩素酸塩と炭酸アンモニウムが同じモル数になるように両方の希釈
液を混合して殺生物剤を形成し（全塩素に換算して2100ppm）、その適量をテスト容器に
ただちに添加した。
【０２２０】
　同様にして、カルバミン酸アンモニウムを脱イオン水の中で調製し（100mlの脱イオン
水にカルバミン酸アンモニウムを11.71g）、さらに脱イオン水で希釈して濃度を4680ppm
にし、次亜塩素酸ナトリウムの希釈溶液と混合し（4200ppm、全塩素に換算して0.46％w/v
）、得られた殺生物剤（全塩素に換算して2100ppm）の適量をテスト容器にただちに添加
した。
【０２２１】
　殺生物剤を供給してから25分後と120分後にATPを測定した。殺生物剤を供給してから5
分後に残留している全塩素を測定し、30分間の接触時間が経過した後、生きている細菌の
数をカウントするためのサンプルを採取した。
【０２２２】
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　今度は臭化ナトリウム（6200ppm）を炭酸アンモニウムまたはカルバミン酸アンモニウ
ムと混合した後に次亜塩素酸ナトリウムと混合してテストを繰り返した。
【０２２３】
　ATPのレベル、好気性細菌の全カウント数、高濃度糖増殖培地での増殖、好気性細菌の
死を測定した。結果を表7A～7Eに示してある。
【０２２４】
【表９】

【０２２５】
【表１０】

【０２２６】
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【表１１】

【０２２７】
【表１２】

【０２２８】
【表１３】
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【０２２９】
シリーズ3
【実施例８】
【０２３０】
スルファミン酸アンモニウム、硫酸アンモニウム、スルファミン酸、カルバミン酸アンモ
ニウムから調製した殺生物剤の殺生物活性の比較
【０２３１】
　反応媒体：200mlの調理したデンプンと、5.29gのNaHCO3と、0.52gのCaOを含む4リット
ルの脱イオン水。HClを用いてpHを8.23に調節した。
【０２３２】
　上記の実施例で説明したように、殺生物剤を以下のようにして調製した。
【０２３３】
　テスト9：スルファミン酸溶液（100mlの脱イオン水にスルファミン酸が14.62g）を希釈
し（100mlの脱イオン水に溶液を4ml）、NH3（0.5ml、水の中に25％w/v）を添加した。希
釈したNaOCl（Cl2としてNaOClを14％w/v含む4mlの溶液を100mlの脱イオン水で希釈した）
を希スルファミン酸と混合した。
【０２３４】
　テスト10：硫酸アンモニウム溶液（19.8g／100mlの脱イオン水）を希釈した（2mlの溶
液／100mlの脱イオン水）。NaOCl溶液（水の中にCl2として14％w/v）を脱イオン水で希釈
し（4mlの溶液／100mlの脱イオン水）、希釈した硫酸アンモニウム溶液と混合した。
【０２３５】
　テスト11：スルファミン酸溶液（14.62g／100mlの脱イオン水）を希釈し（4mlの溶液／
100mlの脱イオン水）、希釈したNaOCl（Cl2としてNaOClを14％w/v含む4mlの溶液／100ml
の脱イオン水）と混合した。
【０２３６】
　テスト12：カルバミン酸アンモニウム溶液（11.55g／100mlの脱イオン水）を希釈し（4
mlの溶液／100mlの脱イオン水）、希釈したNaOCl（Cl2としてNaOClを14％w/v含む4mlの溶
液／100mlの脱イオン水）と混合した。
【０２３７】
　テスト9～12では、上に説明したように、得られた殺生物剤の適量をピンク色の粘着物
からのMOを含む水にただちに添加し、5分後と12時間後に、処理した水／媒体に残留して
いる全塩素を測定した。結果を表8Aと表8Bに示してある。
【０２３８】
【表１４】

【０２３９】
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【表１５】

【０２４０】
　表8Aと表8Bの結果から、スルファミン酸に由来する殺生物剤とスルファミン酸アンモニ
ウムに由来する殺生物剤は、5分後に最も安定な殺生物剤であったことがわかる。スルフ
ァミン酸に由来する殺生物剤は、12時間後も安定なままであり、残留した全塩素が多かっ
た。
【０２４１】
　テスト9～12で製造した殺生物剤で処理した増殖培地の上で増殖させたMOのATP値を、増
殖培地に殺生物剤を添加してから30分後と12時間後に取得した。結果を表8Cと表8Dに示し
てある。
【０２４２】
【表１６】

【０２４３】
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【表１７】

【０２４４】
　結論：供給レベルが1.4ppmだと制御できず、MOが増殖し続けた。全塩素の供給レベルを
2.8ppmにすると、スルファミン酸から形成した殺生物剤は、処理水中に残った残留物が多
かったにもかかわらず効果がなかった。2.8ppmでは、スルファミン酸ナトリウムよりも硫
酸アンモニウムでよりよい制御が実現され、カルバミン酸アンモニウムだと、30分後にも
12時間後にもさらによく制御できた。
【０２４５】
　テスト9～12のテスト・サンプルについて、30分間にわたる接触時間が経過した後、好
気性MO、嫌気性MO、高濃度糖MOの生存カウント数（cfu/ml）を調べた。
【０２４６】
【表１８】

【０２４７】



(50) JP 4705044 B2 2011.6.22

10

20

30

40

50

【表１９】

【０２４８】
【表２０】

【０２４９】
　表8E～8Gに示してある結果から、30分間にわたる接触時間が経過した後に生存している
カウント数に差があることが明らかにわかる。カルバミン酸アンモニウムから製造した殺
生物剤は、テストした他の殺生物剤よりも好気性MOをよく制御できた。
【０２５０】
シリーズ4
【実施例９】
【０２５１】
さまざまな窒素含有化合物または塩から調製した殺生物剤の殺生物特性の比較
【０２５２】
　テスト媒体A：500mlの汚染された粘土懸濁液と、200mlの調理したデンプンを、5リット
ルの水道水と混合し、製紙機械の表面から採取した生物膜を接種した。
【０２５３】
　テスト媒体B：0.46gの硫化ナトリウムをテスト媒体Aの粘土スラリー2リットルに添加し
た。
【０２５４】
　サンプルの混濁度が大きいため、残留している全塩素を信頼性よく測定することはでき
なかった。全塩素の定性的測定により、殺生物剤の大半がこのテスト媒体によって消費さ
れたことが確認された。
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【０２５５】
　1時間にわたる接触時間が経過した後、生存数をカウントするためのサンプルを採取し
た。
【０２５６】
　上に説明したように、以下に示したものの希釈液を次亜塩素酸ナトリウムと混合するこ
とにより、殺生物剤を調製した。
【０２５７】
【表２１】

【０２５８】
　形成された殺生物剤の適量をテスト・サンプルにただちに添加し、好気性MOと嫌気性MO
の濃度を測定した。殺生物剤の適用時と適用してから2日後にpHを測定した。殺生物剤を
適用した濃度とテスト媒体Aに殺生物剤を適用した結果を表9Aに示してある。殺生物剤を
適用した濃度とテスト媒体Bに殺生物剤を適用した結果を表9Bに示してある。
【０２５９】
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【表２２】

【０２６０】
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【表２３】

【０２６１】
　表9Aと表9Bに示してある結果から、媒体には酸化剤が多く必要とされ、殺生物剤の供給
レベルを与えられた値にすると残留した塩素は痕跡量にしかならないにもかかわらず、カ
ルバミン酸アンモニウムから製造された殺生物剤とスルファミン酸アンモニウムから製造
された殺生物剤により、非常に汚染されたサンプルに含まれるMOの増殖が制御されたこと
がわかる。
【０２６２】
シリーズ5
【０２６３】
　2つのテスト媒体を使用した。
【０２６４】
　粘土：200mlの粘土懸濁液をpHが7.04の水道水2リットルに添加した。テスト媒体に製紙
機械からのMOを接種した。
【０２６５】
　粘土+酸：200mlの粘土懸濁液を2リットルの水道水に添加し、HClを添加することによっ
てpHを6.12まで小さくした。デンプン（調理したデンプンを100ml）を添加した。このテ
スト媒体には外部からのMOを接種しなかった。
【０２６６】
　すべてのテスト・サンプルに、全塩素に換算して20ppmの殺生物剤を供給した。
【実施例１０】
【０２６７】
　上に説明したように、以下に示す希釈液と次亜塩素酸塩希釈液を混合することによって
殺生物剤を調製した。
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【０２６８】
【表２４】

【０２６９】
　形成された殺生物剤の適量をテスト・サンプルにただちに添加し、60分後に生きている
好気性MOと嫌気性MOの数を測定した。殺生物剤の適用時と適用してから3日後にpHを測定
した。殺生物剤を適用した濃度と殺生物剤を適用した結果を表10に示してある。
【０２７０】

【表２５】

【０２７１】
シリーズ6
【０２７２】
　反応媒体：0.34gのNa2Sを、調理したデンプン・スラリーを200ml含む2リットルの水道
水に添加した。初期ORP：-263mV。デンプンが自然に接種されたため、このテスト媒体に
は外部からの微生物培養物を接種しなかった。
【実施例１１】
【０２７３】
　実施例9と同様にして、以下の化合物と次亜塩素酸ナトリウムを以下の比率で用いて殺
生物剤を調製した。
【０２７４】



(55) JP 4705044 B2 2011.6.22

10

20

30

40

【表２６】

【０２７５】
　結果を、全塩素を含めて表11に示してある。
【０２７６】
【表２７】

【０２７７】
　この実験は、強力な還元剤（Na2S）と、デンプンと、デンプンを汚染している大量の微
生物が作り出す分解副産物が存在していることで酸化剤が大量に必要とされるという特別
なケースである。このような極端な条件は、工業環境および農業環境（例えば土、リサイ
クル・プロセス、活性化したスラッジ、廃棄物など）でしばしば見られる。
【実施例１２】
【０２７８】
　実施例9と同様にして殺生物剤を調製したが、その殺生物剤は実施例10に記載したよう
にして粘土スラリーに適用した。その後、追加の殺生物剤を同様にして調製した。しかし
そのとき、NaBr（次亜塩素酸塩ならびに窒素含有化合物またはその塩と同じモル数）を窒
素含有化合物またはその塩に添加した後、希釈し、次亜塩素酸塩希釈液と混合した。結果
を表12Aと表12Bに示してある。
【０２７９】
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【表２８】

CA、CB=殺生物剤の製造中にNaBrを添加せず
【０２８０】
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【表２９】

CC、CD=殺生物剤の製造中にNaBrを添加
【０２８１】
シリーズ7
【０２８２】
Na2Sの還元
【０２８３】
　約5mgの硫化ナトリウムが溶けた100mlの脱イオン水をそれぞれが含む一群の容器を用意
した。それぞれの容器に適量の酸化剤または対照溶液を以下のように添加した。
　a．0.88gのNaNO2
　b．カルバミン酸アンモニウム（110mg）
　c．硫酸アンモニウムとNaOCl（モル比は1：1で、各成分をあらかじめ希釈した後に混合
、全塩素として15ppm）から形成したモノクロロアミン（MCA）
　d．硫酸アンモニウムとNaOCl（モル比は1：1で、各成分をあらかじめ希釈した後に混合
、全塩素として15ppm）から形成したMCA+カルバミン酸アンモニウム（110mg）
　e．カルバミン酸アンモニウムと次亜塩素酸ナトリウム（全塩素として15ppm）の反応生
成物（モル比は1：1）+100ppmのカルバミン酸アンモニウム
　f．カルバミン酸アンモニウムと次亜塩素酸ナトリウム（全塩素として15ppm）の反応生
成物（モル比は2：1）
　g．カルバミン酸アンモニウムと次亜塩素酸ナトリウム（全塩素として15ppm）の反応生
成物（モル比は1：1）
　h．臭化アンモニウムと次亜塩素酸ナトリウム（全塩素として15ppm）の反応生成物（モ
ル比は1：1）+カルバミン酸アンモニウム（100mg）
　i．臭化アンモニウムと、カルバミン酸アンモニウムと、次亜塩素酸ナトリウム（全塩
素として15ppm）の反応生成物（モル比は1：1：1）
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【０２８４】
　酸化剤を添加してから数日後にサンプルの全イオウと硫酸塩を分析した。結果を表13に
示してある。
【０２８５】
【表３０】

【０２８６】
　表13の結果から、カルバミン酸アンモニウムが硫化物を除去できることと、NaOClまた
はクロラミン含有混合物と反応させると、カルバミン酸アンモニウムが処理したサンプル
から硫化物を非常に効率的に除去する能力を維持することがわかる。
【０２８７】
シリーズ8
【０２８８】
窒素含有化合物の反応
【０２８９】
　反応媒体：
SAND：250gの砂を、100gの汚染されたデンプンを含む2.5リットルの水道水に添加した。
ASA：150mlのCaCO3スラリーと20mlのバイエル・サイズASA（コハク酸アルケニル無水物）
。スラリーに、製紙機械からの粘着物を接種した。1mlのOBA（蛍光増白剤、トリアジン誘
導体）をテスト溶液100mlごとに添加した。
【０２９０】
　以下の窒素含有化合物または塩をテストした。
　テスト35=ジメチルヒダントイン（DMH）+NH4OH
　テスト36=カルバミン酸アンモニウム
　テスト37=スルファミン酸アンモニウム
　テスト38=スルファミン酸
　テスト39=グルタミン
　テスト40=塩化アンモニウム
　テスト41=臭化アンモニウム
　テスト42=なし
【０２９１】
　それぞれの窒素含有化合物またはその塩を希釈NaOClと混合し、得られた反応混合物で
ある殺生物剤の適量を、調製後ただちに反応容器に添加した。殺生物剤は、反応容器に添
加する前に全塩素を4000ppm含んでいた。
【０２９２】
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　SAND（砂+デンプン）でのテスト結果を表14に示してある。
【０２９３】
【表３１】

【０２９４】
　ASA（CaCO3+ASA）でのテスト結果を表15に示してある。
【０２９５】



(60) JP 4705044 B2 2011.6.22

10

20

30

40

【表３２】

【０２９６】
　表14と表15の結果から、アミド部分、イミド部分、スルファミド部分、スルフィミド部
分、アミンイミン部分のいずれかを含む化合物に由来する殺生物剤は、酸化性殺生物剤に
とって好ましくない条件下でさえ、大きな殺生物活性を持つことがわかる。これら殺生物
剤の効果は、無機塩基に由来するクロラミンが示す効果よりも大きい。
【０２９７】
シリーズ9
【０２９８】
手続き：
【０２９９】
　希釈手続き：次亜塩素酸ナトリウムの溶液（全塩素に換算して24,000ppm）と、窒素含
有化合物またはその塩を同じモル数含む同じ体積の溶液から、殺生物剤を調製した。した
がって混合する直前の次亜塩素酸塩の最終濃度は、12,000ppmであることが予想された。
【０３００】
　濃縮手続き：次亜塩素酸ナトリウムの溶液（全塩素に換算して12,000ppm）と、窒素含
有化合物またはその塩を同じモル数含む無視できる体積の濃縮溶液（アンモニウム／DMH
：18％w/v；硫酸グアニジウム、30％w/v；カルバミン酸アンモニウム、35.3％w/v；スル
ファミン酸アンモニウム、26.1％w/v）から、殺生物剤を調製した。したがって混合する
直前の次亜塩素酸塩の最終濃度は、12,000ppmであることが予想された。
【０３０１】
　各成分を混合してから20分後に殺生物剤のpH、濃度、収率（％）を測定した。結果を表
16に示してある。
【０３０２】
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【表３３】

【０３０３】
　本発明を特別な実施態様に関して説明してきたが、当業者には多数の代替例、変更例、
変形例が明らかであろう。したがって、添付した請求項の精神と広い範囲に含まれるその
ような代替例、変更例、変形例はすべて、本発明に含まれるものとする。
【図面の簡単な説明】
【０３０４】
【図１】本発明のいろいろな実施態様を実施できるように構成した装置である。
【図２】本発明のいろいろな実施態様を実施できるように構成した別の装置である。
【図１】 【図２】
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